




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































◆地域における安全教育の推進 O ◎ ○ ◎
◇安全で安心な学校づくり ◎ ◎犯罪が起こりにくい安全で



















ﾜいづくりの推進 ◆住まいの防犯診断に基づく防犯対策 ◎ ◎
◆周囲にも配慮した住宅防犯指針策定 ◎
◆指針に基づく住まいづくりの推進 ◎
凡例）◇継続，◆新規，◎実施主体，O実施協力する主な関係主体
における環境学習の実践を防犯の取組みに位置づけてい
る。PTAは，地域における取組みに比重を置き，学校
だけでなく自治会との連携協力を図る内容となってい
る。他方，市の取り組みは，全市レベルの防犯まちづく
り基本計画に係る内容となっている。市川市は，鬼高小
学校区の取組みと並行して，庁内において基本計画の検
討を行っていたことから，関係部局との調整も同時に進
めることができた。当該ケースの包括的協働方式は，第
一に幅広い視野から防犯まちづくりを進めることで，地
域のより多くの関係者の協力が得られること，第二に地
域の関係主体の役割と協力体制，活動内容を明確にする
ことができること，第三に自治体の計画づくりと連動さ
せることで，地域に根ざした防犯まちづくりの展開が図
れることを示唆したものといえる。
　以上から，①幅広い視野から主要関係団体の活動を把
握すること，②主に不安箇所の防犯診断を実施すること，
③実施主体と実施協力の対象を明記して行動指針として
まとめることの3点が計画策定方法の要点であることを
明らかにした。また，それを推進するには，①GIS等
による犯罪発生状況の情報共有システムの整備，②市町
村における防犯まちづくり基本計画の策定，③学校区の
関係主体が活用できる計画策定ツールの開発が課題であ
ることを示した22）。
5．5　まとめ
　まちづくりにおいても，地域の防犯活動を補完する対
策として，自然的かっ間接的手法を主軸とした米国の概
念が導入されたが，物的な整備・管理による直接的な防
犯効果の期待を受け，機能的手法に重心を移行して発展
してきた。その普及を図った警察庁要綱とそれを準用し
た生活安全条例の指針・基準が施設別に防犯環境設計の
手法を並列標記しているのに対し，市街地タイプ別の調
査結果を踏まえて関係省庁が共同して策定した指針は，
地域の関係者の連携，道路・公園等の施設相互の関係性，
他の機能とのバランスに留意した整備・管理を促してい
る点に特徴がある。しかし，同留意事項は，具体の適用
を地域の関係者の主体性と協議に委ねていることから，
実施主体を明確にした計画の策定や市町村における戦略
的な取組みが課題であることを明らかにした。
　そこで，小学校区の関係地域団体が協働し，実施主体
を明確にした計画を策定したモデルプロジェクトを取り
上げ，当該ケースの包括的協働方式は，①屋外空間の利
用促進による防犯性能の向上，②役割分担による効率的
で効果的な防犯活動の展開，③他の機能とのバランスの
とれたまちづくりの促進を図る上で意義があることを示
した。
（41）
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6　結論と課題
6」　結論
　以上を通して，日本においては，コミュニティによる
防犯対策を基軸に据え，コミュニティ活性化の観点から
自然的かつ閥接的手法による防犯環境設計の概念を導入
して発達したが，最近の凶悪事件の続発と犯罪不安の高
まりを背景に，諸外国のように実証的な調査研究に基づ
いた学際的な議論を経ず，機能的又は直接的手法の適用
に重心を移して発展してきた点に特徴があることを明ら
かにした。
　次に，その手法を示した指針・基準の多くは，①対象
を施設の整備そのものや直接的手法の評価に限定してい
ること，②手法を部位別かっ並列的に示すにとどまり，
併用を誘導していないこと，③防犯に係るまちづくりに
おいては実施主体を明記していないことから，それらの
単独運用だけでは効果的でバランスのとれた適切な防犯
対策になり得ないという課題を内在していることを明ら
かにした。
　そして，本研究で提唱した「包括的協働方式」による
計画プロジェクトを通じ，当該方式は，①被害リスクの
高い箇所や防犯対策を優先すべき箇所の抽出，②施設の
特性や周辺環境等の状況に応じた効果的な防犯環境設計
の手法の選択，③実施主体の明確化と関係主体による防
犯対策との連携，④周辺環境や他の機能とのバランスに
留意した対策を行う上で意義があることを実証的に示し
た。
6．2　今後の課題
　本論文で取り上げた包括的協働方式は現在，それぞれ
発展的に継続して進められている。こうした取組みの促
進と防犯環境設計の手法の発展に寄与し，さらには各種
社会制度を活用した取組みやより質の高い環境形成を図
るため，今後の課題として次の4点を挙げ，本論文のま
とめとする。
　第一に，場所性に着目した防犯性能の評価に関する
研究である。すなわち，戸建て住宅以外の建築物にも対
象を広げっつ，①道路の特性や周囲の土地利用に着目し
て侵入リスクを定量的に評価する研究，②ライフスタイ
ルや地域の社会環境から侵入リスクを総合的に評価する
研究，③その場所の自然監視性や接近制御性に関する防
犯性能の総合的な評価手法の研究が必要である。これら
は，犯罪の誘発要因の発生確率を推量する研究の端緒と
なり，的確な防犯環境設計の手法選択の一助になるもの
と考えられる。
　第二に，防犯対策のプロセス評価と有効性の評価に関
する研究である。すなわち，①包括的協働方式の点検，
計画策定，実行の事例分析等を通して子どもの安全対策
のプロセス評価と分析手法を検討すること，②間接的か
っ自然的手法を有効にする社会的条件の評価指標を明ら
かにすること，③直接的又は機能的手法の有効性の実証
評価及び防犯環境設計が地域社会に与える影響について
研究を進めることが重要である。加えて，都道府県や市
町村における防犯まちづくり計画の計画目標とその達成
状況に関する評価研究も重要である。
　第三に，包括的協働方式の取組みを支援するツール
の開発である。すなわち，①地域と連携した包括的な地
域安全マップ作成のツール，地域のステークホルダーに
よる協議会における計画策定や評価のパッケージツール
を開発すること，さらには，上記計画策定ツールとICT
を活用した防犯情報共有システム，その他地域まちづく
り情報システムを組み合わせたモデルを構築し，子ども
の安全確保に関する地域の連携促進ツールを開発するこ
とが重要である。
　第四に，防犯環境設計に関する専門家の養成である。
特に，場所における防犯性能を包括的に評価できる専門
家の養成，防犯環境設計の包括的協働方式に関する研究
者の養成が重要である。
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